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序　　　　　文

独立行政法人国際協力機構は、バヌアツ共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、2011
年 11 月から 2014 年 11 月までの３年間の予定で技術協力「豊かな前浜プロジェクトフェーズ２」

を実施しています。

今般、プロジェクト開始から 1 年半が経過したことから、これまでのプロジェクト活動の進捗

状況を中間評価的に総括するとともに、プロジェクトの成果の最終到達イメージを、日本人関係

者、及びバヌアツ C/P と共有するため、2013 年 7 月 24 日から 8 月 9 日まで杉山俊士を団長とす

る中間レビュー調査団を現地に派遣し、プロジェクト活動に係る運営指導を行いました。

本報告書は、同調査団によるバヌアツ政府関係者との協議、及び中間レビュー等を取りまとめ

たものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願うものです。

ここに、本調査にご協力いただいた両国の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表するとと

もに、今後の更なるご支援をお願い申し上げます。

平成 25 年 11 月

独立行政法人国際協力機構

フィジー事務所長　吉新　主門
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第１章　調査団派遣の概要

１－１　派遣の経緯

バヌアツ共和国（以下、「バヌアツ」と記す）に対しては、2006 年 3 月から 2009 年 3 月にかけ

て技術協力プロジェクト「豊かな前浜プロジェクト」（以下「フェーズ 1」）を実施し、バヌアツ

水産局（Vanuatu Fisheries Department：VFD）の貝類増養殖技術の向上及びエファテ島の村落を対

象とした住民参加型資源管理の実践を中心とした技術支援を実施した。

バヌアツは、上記フェーズ 1 のプロジェクトのモデルサイトで確立した手法を他のサイトへ普

及させ、漁村における継続的な資源管理手法の定着を図ることを目的としたフェーズ 2 をわが国

に対して要請し、2 度にわたる詳細計画策定調査を経て、2011 年 11 月からフェーズ 2 が実施さ

れる運びとなった。

今般、プロジェクト開始から 1 年半が経過したことから、これまでのプロジェクト活動の進捗

状況を中間評価的に総括し、プロジェクトの成果の最終到達イメージを、日本人関係者、及びバ

ヌアツ C/P と共有することで、後半のプロジェクト活動の重点分野を明確にする必要が生じてい

た。

加えて、本調査団派遣時には、大洋州沿岸資源管理関係者が一堂に会することから、バヌアツ

側からは、フェーズ 2 終了後、フィジー共和国（以下、「フィジー」と記す）南太平洋大学（USP）
海洋学部に「広域沿岸資源管理アドバイザー」として派遣されている個別専門家との連携を視野

に入れた、大洋州地域の全体の沿岸資源管理の今後の協力の方向性についても議論を深化させ

る。

１－２　調査の目的

（１ ）これまでのプロジェクト活動に対する中間評価、後半の活動に向けた技術指導、並びにプ

ロジェクト終了時の最終到達イメージに対する各種助言を通じて、後半のプロジェクト活動

の円滑かつ最大限の効果を発現する土台を整える。

（２ ）上記調査結果を、第 3 回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）において、

プロジェクト関係者と共有し、ミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）を締結する。

（３ ）フィジー国「広域沿岸資源管理アドバイザー」、関連機関との協議等を通じて、大洋州地

域の沿岸資源管理分野の今後の協力の方向性の議論を開始する。

１－３　調査団の構成及び役割分担

総　　括 杉山　俊士 JICA 国際協力専門員

協力企画 大橋　勇一 JICA フィジー事務所

沿岸資源管理／技術指導 鹿熊　信一郎 沖縄県水産海洋技術センター

沿岸資源管理／評価 宇田川　和夫 フィジー南太平洋大学（USP）派遣専門家
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１ー４　調査日程（2013 年 7 月 24 日～ 8 月 9 日）

総括 協力企画 沿岸資源管理／技術指導 沿岸資源管理／評価

7 月 24 日 水 成田（QF022）→

7 月 25 日 木
シドニー発→ポートビ

ラ着（QF375）
ナンディ→ポートビラ

着（NF075）

7 月 26 日 金

移動  ポートビラ発→ノーサップ着（NF1212）
09：00  バヌアツ水産局（VFD）マランバ州支局

打合せ

10：00  州計画局表敬

11：00  州観光局表敬

14：00  ウリピブ島サイト視察

16：00  草の根無償／畜肉・魚市場視察

7 月 27 日 土

09：30  アマル・クラブベイ訪問

移動：  ノーサップ発→サント着（NF230）
15：00  VFD サント州支局、視海洋大学校視察

移動：  サント発→ポートビラ着（NF209）

成田（QF022）→

7 月 28 日 日 資料整理日
シドニー発→ポートビラ

着（QF375）

7 月 29 日 月

09：00  JICA バヌアツ支所表敬

11：00  VFD 局長表敬

14：30  VFD カウンターパート（C/P）聞き取り調査

7 月 30 日 火

移動：  ポートビラ発→ミステリーアイランド着

終日：  ミステリーアイランドサイト視察、C/P 聞き取り調査

移動：  ミステリーアイランド発→アネイテイム着

7 月 31 日 水
06：00  プロジェクトサイトの生物生態調査（FAD、夜光貝等）

15：00  アネイテイムにおける C/P 聞き取り調査

8 月 1 日 木 移動：  アネイテイム発→ミステリーアイランド→タナ→ポートビラ着
ナンディ→ポートビラ着

（NF075）

8 月 2 日 金
08：00  エファテ島マンガリリウ及びレレパ島サイト視察

14：00  VFD 局長報告／講演会

8 月 3 日 土
10：00  団内打合せ

14：00  貝類土産物市場調査

10：00  団内打合せ

ポートビラ発→シドニー

（QF376）

10：00  団内打合せ

14：00  貝類土産物市場調

査

8 月 4 日 日 終日：  資料整理 →成田（QF021） 終日：資料整理

8 月 5 日 月
08：30  第 3 回 JCC
15：00  団内打合せ

08：30  第 3 回 JCC
15：00  団内打合せ

8 月 6 日 火
午前：  M/M 確認

午後：  M/M 署名／講演会

午前：  評価追加調査

午後：  M/M 確認／講演会

8 月 7 日 水

早朝：  FAD 視察

13：30  JICA バヌアツ支所報告

15：30  農牧大臣報告

早朝：  FAD 視察

13：30  JICA バヌアツ支所

報告

15：30  農牧大臣報告

8 月 8 日 木
ポートビラ発→

シドニー（QF376）
ポートビラ発→

ナンディ着（NF74）
ポートビラ発→

ナンディ着（NF74）

8 月 9 日 金 →成田（QF021）
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１－５　主要面談者リスト

＜バヌアツ水産局（VFD）＞

Moses Amos  Director General
Graham Nimoho  Manager, Coastal Fisheries Development Division
Sompert Gereva  Manager, Research and Aquaculture Division
Peter Nahapi  Fisheries Development Officer
George Amos  Fisheries Development Officer
Andrew William  Aquaculture Officer, Research and Aquaculture Division
Richard Donald  Senior Fisheries Statistic, Management & Policy Division
Marc Leopold  Fisheries scientist, フランス開発研究所（IRD）からのフランス人長期専門家

Pascal Dumas  Fisheries scientist, IRD からのフランス人長期専門家

＜ JICA バヌアツ支所＞

守屋　勉  支所長

浅野　洋子  企画調査員（援助調整）

＜農業・検疫・森林・水産省（Ministry of Agriculture, Quarantine, Forestry & Fisheries：MAQFF）＞
David Tasul  Minister
Howard Aru  Director General

＜経済・セクター計画局（Department of Economic and Sector Planning）＞
Bethuel Solomon　　 Project officer in the field of MOAQFF

＜女性局（Department of Women Affaires）＞
Dorestry Watson Director General

＜ Wan Smol Bag ＞

George Pedro  Coordinator of vanua’tai

＜マランパ州＞

Palen Ata  Provincial Planner
Edna Paolo 　  Malampa Tourisum Officer
Joanna Lingi  Provincial Dest Dept. of Womens Affairs

＜マランパ州水産支局＞

Kevin Moris  Fisheries Development Officer of Malampa Province
栢之間　和弘  青年海外協力隊員（村落普及）

＜マラクラ島＞

Steward Roy  FAD Committee
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Kalen Abbie  MPA Committee
Shina Timothy  Member of shell crafting committee

＜アネイテイム島＞

Ruben Neriem  Manager Mystery Island MPA
Joseph Yasifu  Chairman of FAD committee

＜ノースエファテ＞

Mor Mor  Chief of mangaliliu
Rapsaru  Representative Mangliu
Max Kalsong  Representative Lelepa
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第２章　プロジェクトの中間レビュー

２－１　プロジェクト基本計画

（１）対象地域

１）マンガリリウ／ レレパ、エファテ島、シェファ州

２）モソ、エファテ島、シェファ州

３）ウリ／ウリピブ、マラクラ島、マランパ州

４）アマル・クラブベイ、マラクラ島、マランパ州

５）ミステリーアイランド、アネイテイム島、タフェア州

（２）ターゲットグループ

１）VFD 職員：23 人（沿岸漁業開発部門、研究・養殖部門、管理・政策部門）

２）主に沿岸資源に頼って生計を営んでいる地方沿岸の地域社会：約 4,600 人

〔地域社会（Community）には、主にその生計を沿岸資源によっている住民のみならず、

社会を構成する多様な住民グループや村落開発委員会、行政サービスを提供する地方自治

体（州政府）や中央政府出先機関、NGO 等含む。〕

（３）プロジェクト期間

2011 年 11 月～ 2014 年 10 月（3 年間）

（４）上位目標

１）沿岸環境の保全および沿岸資源の持続的利用が対象地域で強化される。

Conservation of coastal environment and sustainable utilization of coastal resources are enhanced in 
target areas.

２）コミュニティを主体とする沿岸資源管理（CBCRM）が、周辺地域に波及する。

Community-based coastal resource management（CBCRM）are promoted in other rural coastal 
areas.

（５）プロジェクト目標

離島を含む対象地域において、バヌアツ水産局（VFD）の適切な技術支援により、コミュ

ニティを主体とする沿岸資源管理（CBCRM）が実践される。

Community-based coastal resource management is effectively practiced at target areas through 
adequate technical assistance from the Vanuatu Fisheries Department（VFD）.

（６）成果及び活動

１） コミュニティを主体とする沿岸資源管理（CBCRM）を支援する水産局の能力が強化さ

れる。

Capacity of the VFD to support community-based coastal resource management is strengthened.

1.1　 能力分野：海産貝類種苗生産と稚貝放流およびそれらのマネジメント手法
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1-1-1　 海産貝類種苗生産施設の運営計画および活動管理の強化

1-1-2　 親貝の放流による影響のモニタリング

1-1-3　 放流した稚貝（成長・生存率）のモニタリング

1-1-4　 コミュニティによる海産貝類養殖にかかる標準的な手法の策定

1-2　 能力分野：ベースライン調査および分析能力

1-2-1　 域内の標準的調査手法に適応した住民参加型の沿岸資源評価・モニタリング手法

の開発

1-2-2　 住民参加型の沿岸資源評価・モニタリング手法のトレーニングの実施

1-2-3　 社会経済調査および分析のトレーニングの実施

1-2-4　 調査結果のデータベースフォーマットの構築

1-3　 能力分野：村落コミュニティへの技術支援

1-3-1　 沿岸資源管理（CBCRM）アプローチ／手法のトレーニングの実施

1-3-2　 沿岸資源管理（CBCRM）の支援活動に関するトレーニングの実施

２） 対象地域のコミュニティが沿岸資源管理（CBCRM）アプローチの技術と知識を習得する。

Communities in the target areas acquire necessary skills and knowledge of CBCRM approaches and 
tools.
2-1　 ベースライン調査

2-1-1　 住民参加型の沿岸資源評価の実施

2-1-2　 社会経済調査の実施

2-1-3　 調査結果の分析

2-1-4　 調査結果のコミュニティとの共有

2-2　 コミュニティ組織化および沿岸資源管理計画の策定

2-2-1　 漁村コミュニティの組織化／組織強化支援

2-2-2　 ベースライン調査結果に基づく沿岸資源管理に関する課題の抽出

2-2-3　 対象地域ごとの沿岸資源管理計画の策定

2-3　 沿岸資源管理計画の試行

2-3-1　 沿岸資源管理アプローチ／手法の試行

2-3-2　 沿岸資源管理の支援活動の試行

2-4　 沿岸資源管理計画のモニタリング・評価および改訂

2-4-1　 沿岸資源管理活動が資源とコミュニティに与える影響のモニタリング

2-4-2　 コミュニティの生計活動に対する支援による影響のモニタリング

2-4-3　 沿岸資源管理計画の再検討および改訂
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３）沿岸資源管理（CBCRM）の実践を通じた経験と教訓が集約・統合される。

Experiences gained and lessons learnt from CBCRM related activities are compiled and synthesized.
3-1　 沿岸資源管理活動からの経験・教訓の集約

3-1-1　 有効な沿岸資源管理アプローチ／手法の抽出

3-1-2　 他の有益な関連情報の記録

3-2　 沿岸資源管理活動の経験・教訓の統合

3-2-1　 沿岸資源管理の普及における有効で有益な集約情報の分析

3-2-2　 プロジェクト関係者および他関係者への情報の配布

（７）投入（インプット）

１）日本側（総額　2.7 億円）

‐長期専門家：「チーフアドバイザー／沿岸資源管理」（27MM）

‐短期専門家： 「海産貝類増養殖」「参加型開発／社会経済調査」「資源調査／環境モニタ

リング」「漁獲方法多様化」「生計向上活動／業務調整」（計 8 ～ 16MM）

‐機材供与：種苗生産施設の取水ポンプの増設

‐現地業務費

２）バヌアツ側

‐C/P の配置（計 20 人）：研究・養殖、沿岸漁業開発、管理・政策部門

‐施設：水産局内プロジェクト事務所スペース、種苗生産施設、研究施設

‐機材：車両及び船、種苗生産機材、トレーニング及び普及用資機材、調査用資機材

‐予算：C/P 経費（給与、調査費、国内旅費等）

‐車両維持費：燃料、修理費等

２－２　プロジェクトの活動進捗状況

プロジェクトは、過去 3 回行われたプロジェクト JCC などを通し、活動の見直しを行ってき

た。第 3 回の JCC で、成果指標の見直しが行われたが、活動項目についての改定は行われてい

ない。

本プロジェクト活動状況については、プロジェクトから提出された報告書と資料及び調査で得

られた情報に基づいて取りまとめたものである。なお、プロジェクト・デザイン・マトリックス

（Project Design Matrix：PDM）の活動内容と作業工程表での表現が異なること、プロジェクトが

提出した過去 3 回の進捗報告書の記載が、必ずしも活動項目に沿った記載にないこと、そもそも

VFD スタッフの能力強化と住民の能力強化が混然としていて PDM 記載活動内容のように区別で

きていないことなどの問題があった。今後は、業務報告書の記載も PDM に沿って行うよう提言

したい。

（１）成果１：CBCRM を支援する VFD の能力が強化される。

1-1　 能力分野：管理ツールとしての海産貝類種苗生産と稚貝放流（及びそれらのマネー

ジメント手法）
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1-1-1　 海産貝類種苗生産施設の運営管理計画及び活動管理の強化に関する計画を策定す

る。

・ プロジェクト開始当初、種苗生産施設の生産状況、運営管理状況と課題を確認。

・ これを踏まえ、2012 年 6 月には種苗生産施設運営管理計画（Hatchery Operation and 
Management Plan for 2012-2014（13 pages）を策定し、2013 年 3 月には改訂版を提出した。

この計画に沿ってカウンターパート（Counterpart：C/P）と共に活動を行い、必要があ

れば再度改定する予定となっている。本活動は予定どおり実施されている。

1-1-2　 親貝の放流による影響のモニタリング：母貝集団の現状確認を行い必要に応じ新

しい母貝を追加する。

・ フェーズ 1 で移植放流したヤコウガイについて、マンガリリウ及びレレパ島で母貝集

団の定着と再生産開始を示唆する証拠が集まりつつある。ハット島で若貝が確認され

た。

・ 再生産の現状を確認するために、太平洋共同体事務局（Secretariat of the Pacific 
Community：SPC）に調査依頼して、放流事業の経過と現状を学際的に取りまとめる

準備をしている。

・ フェーズ 1 で放流したオオジャコの若貝は順調に生育しており、観光資源として有望

と考えられることから、観光用のパンフレットを作成した。また、マンガリリウの入

口に写真入りの看板を立てている。こうした活動は貝類資源の増殖を観光によって支

える試みとして SPC による調査実施が遅れているのが危惧されるが、本活動はほぼ

予定どおり実施されている。

1-1-3　 放流した稚貝（成長・生残率）のモニタリング

・ 2007 年産のヤコウガイ人工種苗 299 個体とタカセガイ人工種苗 349 個体をウリピブ島

（マラクラ）に放流、産卵母貝集団形成法による資源再生の実証試験を行った。

・ 放流したヤコウガイとタカセガイの生息状況を C/P と住民が定期的に調査している。

・ 現在、調査結果の解析を行っており、活動はほぼ予定どおり実施されている。

1-1-4　 コミュニティによる海産貝類養殖にかかる標準的な手法の策定、検証・改定する。

・ 住民が本種の養殖が普及すれば天然資源の保全につながることをめざし、住民のやる

気などを含めた維持・管理能力を知るため、カゴを使用したコミュニティ養殖の予備

試験を行った。

・ シャコガイはシラナミを用いた海中養殖試験をモソ島（スナエ村、タシリキ村で行っ

た。この結果、一部の参加者を除き養殖カゴの維持・管理が適切に行われなかった。

要因のひとつに、養殖がどの程度の利益を生むのか理解不足があったものと考えら

れ、今後の課題は、利益を明確に示すことである。
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1-1-5　 海産貝類の販売計画を含む CBCRM 計画の策定、検証・改定する。

・ 観賞魚市場にあまり出回っていないヒレジャコを対象種として絞り込んだ。

・ 2012 年 10 月と 2013 年 1 月にヒレジャコの産卵誘発試験を実施し、10 月のものは 3
カ月後に 1 万 2,000 個体を取り上げた。1 月のものは、着底を確認したところ。

・ 半年の育成で収穫が可能かどうかデータを集積した。

・ 貝類増養殖分野の CBCRM 計画はできていない。

1-2　 能力分野：水産局に対し、ベースライン調査及び分析能力向上を行う。

1-2-1　 域内の標準的手法に適応した住民参加型の沿岸資源評価・モニタリング手法（の開

発）及びデータベースフォーマットを策定する。

・ 住民参加型の沿岸村落社会経済調査の構成を、簡易ワークショップ、質問票調査、組

織分析ワークショップとした。

・ ワークショップ実施手順と質問票、質問票ガイドラインを作成した。

1-2-2　 住民参加型の沿岸資源評価・モニタリング手法のトレーニングの実施ベースライ

ン調査の実施に向けた水産局職員向けトレーニングを実施する。

1-2-3　（社会経済調査及び分析のトレーニングの実施）

・ 1-2-2 と 1-2-3 の活動については、同時に実施している。質問票調査ガイドラインを用

いて、水産局担当職員、住民から選ばれた調査員に向けに座学とフィールドでの予備

調査の 2 部構成でトレーニングを実施した。

・ その後、2012 年 5 月中旬～ 8 月中旬にかけてベースライン調査を実施した。

・ 調査結果の分析は終わったが、データを関係機関などで共有できる報告書にはなって

いない。報告書の取りまとめが遅れている。

成果品： SW　for Baseline Survey、Outputs from Preliminary WSs（Aneityum、Malakula、
Mangaliliu、Tasiriki）、Questionnaire（Leader、Household、Management）、Guideline 
for　Questionnaire が挙げられる。

1-2-4　 （調査結果のデータベースフォーマットの構築）調査手法及びデータベースフォー

マットを検証・改定する。

現時点ではできていない。

1-3　 能力分野：（村落コミュニティへの技術支援）水産局に対し村落コミュニティにおけ

る沿岸資源管理の技術支援に関する能力向上を行う。

1-3-1　 沿岸資源管理（CBCRM）アプローチ／手法のトレーニングの実施

・ VFD 職員を対象にした参加型制度開発・組織分析の技術移転ワークショップを実施

し、支援戦略案（仮）を策定した。

成果品：VFD の組織関係図、外部環境分析図、組織内部分析図、戦略形成表
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1-3-2　 沿岸資源管理（CBCRM）の支援活動に関するトレーニングの実施

・ FAD 漁業ワークショップ：本プロジェクトで扱う FAD のコンセプトは、沿岸住民が

安価に敷設できること。C/P に対し、FAD の設計、製作、敷設方法、さらに敷設後の

管理規約策定のためのファシリテーション方法を指導した。今後の課題は FAD 漁業

を CBCRM のツールとして定着させる。

・ 改良カヌーワークショップ：リーフ外漁業の操業経費を可能な限り抑えることが必

須。現地の伝統的な帆船・カヌーを、必要時には低燃費の小型船外機も使えるよう

に、カヌーの改良ワークショップを行った。今後は操業の採算性を把握する予定であ

る。

・ 漁業活動の記録ワークショップ：住民の資源管理意識向上と漁業活動のモニタリング

を行う目的で漁業活動記録シートを導入した。今後は C/P が住民資源管理グループと

本記録シートを分析し、結果を住民にフィードバックしていくことになる。

（２）成果２：対象地域が CBCRM アプローチの技術と知識を習得する。

2-1　 対象地域において水産局と共にベースライン調査を行う。

2-1-1　 対象地域での住民参加型のベースライン調査（社会経済調査・沿岸資源評価）実施

2-1-2　 社会経済調査の実施

・ 住民参加型ベースライン調査の性格上、成果１の VFD スタッフの能力向上活動と同

一の活動となっている。

・ 成果１で述べた漁業活動記録シートを試験的に FAD 管理委員会メンバーに配布し、

データ収集を開始した。その後プロジェクトの 3 つのサイトで本活動モニタリング

ワークショップを実施し、改善点や収集方法について検討した。

成果品：Fishing activity record sheet

2-1-3　 沿岸資源評価と社会経済調査の結果から抽出した課題の分析する。

ベースライン調査の結果を総合的に分析し、各サイトの課題を抽出した。現時点では報

告書にまとめられていない。

2-1-4　 漁村コミュニティとベースライン調査結果を（調査結果のコミュニティとの）共有

する。

・ 2012 年 8 月に対象地域 3 カ所で対象地域住民と調査結果を共有する機会を設けた。

2-2　 対象地域で水産局と共にコミュニティ組織化及び沿岸資源管理計画の策定を行う。

2-2-1　漁村コミュニティの組織化／組織強化支援

2-2-2　ベースライン調査結果に基づく沿岸資源管理に関する課題の抽出
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・ 各対象地域で 3 回実施した住民参加型ワークショップを通じて、住民が自らの問題を

多面的に分析し、参加者間で合意形成できるようファシリテーションを行った。

・ 海 洋 保 護 区（Marine Protected Area：MPA） 委 員 会 と と も に FAD、 改 良 カ ヌ ー、

CBCRM アクションプラン策定ワークショップを開催し、複数のコミュニティの参加

者で関連する規約やプランを策定することによって、住民の組織化と強化を促進し

た。特に 3 サイトの住民代表を一堂に集めて行った CBCRM アクションプラン策定

ワークショップは、地域間の相互理解を深め、住民主体の沿岸管理を普及させるうえ

で極めて有効な機会であった。ワークショップ参加者は自分の地域に戻り、アクショ

ンプランのプレゼンテーションを行って、アクションプランの共有化を図った。

今後も、パイロットプロジェクト実施にてコミュニティの組織強化を強化する。

成果品：Plan of operation Aneityum, Plan of operation Malakula, Plan of operation Efate

2-2-3　 各対象地域（3 つ）（ごと）の沿岸資源管理計画（案）の策定

・ 各対象地域別の課題を抽出し、資源管理、資源管理支援、制度・組織分野で構成され

る CBCRM のアプローチ設計枠組みを用いて課題解決のための戦略を策定した。

・ CBCRM 計画はパイロットプロジェクトの実施から得る教訓を加味して作成していく

ことになるので、最終案は第 3 年次に完成することになる。

成果品： Guideline of the Workshop on Coastal Resource Management Planning, Problem & 
objective Aneityum, Problem & objective Malakula, Problem & objective Efate

2-3　 対象サイトにおいて水産局と共に、沿岸資源管理計画の試行（パイロットプロジェ

クト）を行う

2-3-1　 沿岸資源管理アプローチ／手法の試行

2-3-2　 沿岸資源管理の支援活動の試行

・ 2-3-1 と 2-3-2 の活動は区別せず、同時に実施されている。以下にサイトごとの実施内

容をまとめる。

アネイテ イム：イセエビ資源に対する漁獲圧力の軽減を目的に、MPA 委員会を主体と

して以下の支援活動を試行した。漁獲方法多様化のための FAD 漁業の導入、

FAD 漁業をツールとした漁民組織と MPA 委員会の強化、女性の生計向上手段

の多様化の第一歩として、貝細工のデモンストレーションと、観光客向けの食

材調査などの実施、漁業活動記録シートを導入しデータ収集に係る課題と収集

システム構築に向けた予備活動。

マラクラ ：MPA 委員会の財務基盤を強化し、資源管理の対象をオカガニから他魚種へ

拡大することを目的としていた。しかし、資源管理計画ワークショップで参加

者は当面オカガニの管理強化が不可欠であることで合意し、以下の活動を行っ

た。漁獲方法多様化のための FAD 漁業の導入、FAD 漁業をツールとした漁民

組織と MPA 委員会の強化、ウリピブ島に放流したヤコウガイとタカセガイに

ついて、住民参加型の定期的な分布・移動調査の実施を介した住民間の資源管

理意識の醸成、漁業活動記録シートを導入しデータ収集に係る課題と収集シス

テム構築に向けた予備活動。
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エファテ ：MPA 委員会の機能を強化し、住民間に資源管理規約の周知徹底を図ること

を目的として以下の活動を行った。漁獲方法多様化のための FAD 漁業の導入、

FAD 漁業をツールとした漁民組織と MPA 委員会の強化、マンガリリウとレレ

パの漁民を対象とした改良カヌーワークショップの実施とワークショップ参加

者による改良カヌーのフィールドテスト、モソ島の 2 村（スナエ、タシリキ）

で住民によるシャコガイ海中養殖の予備試験、漁業活動記録シートを導入し

データ収集に係る課題と収集システム構築に向けた予備活動。

成果品： T ext Vanuatu Principal of FAD Fishery, Tex Vanuatu FAD design & construction, 
Textbook Vanuatu FAD deployment, Textbook Vanuatu FAD fishery management, FAD 
workshop schedule, Management Guideline for Aneityum community, Management 
Guidelines for Lakatoro, Management Guideline for Mangaliliu, Presentation for WS on 
modified local canoe

2-4　 水産局と共に沿岸資源管理計画の実施状況をモニタリング・評価及び計画の改定

2-4-1　 沿岸資源管理活動が資源とコミュニティ社会経済に与える影響のモニタリング

2-4-2　 沿岸資源の支援活動によるコミュニティ社会経済（の生計活動に対する支援によ

る）への影響のモニタリング

2-4-3　 沿岸資源管理計画を再検討し、必要に応じ改定

・ 本活動については、パイロットプロジェクト開始当初から現状に合わせて活動内容を

逐次調整しながら実施している。これまでの活動を通じて、住民の資源管理活動の実

施能力という点で、コミュニティや MPA 委員会に対し限られた時間のなかで FAD や

啓発活動など複数の活動を同時期に進めることは難しいことが判明した。彼らのイニ

シアティブと実務能力を見極め、実施する方策の数や内容を調整する必要があった。

・ 資源管理活動や資源管理支援活動がコミュニティ社会経済に与える影響についてのモ

ニタリング活動の報告は特に行われていない。

（３）成果３：CBCRM の実施を通じた経験と教訓が集約・統合される。

3-1　 水産局と共に沿岸資源管理と生計向上活動の経験・教訓の集約

3-1-1　 有効な沿岸資源管理アプローチ／手法の抽出

3-1-2　 他の有益な関連情報を収集する（記録）。

3-1-3　 沿岸資源管理の普及における有効で有益な集約情報を分析する。

3-1 の活動について、パイロットプロジェクト実施を通して経験と教訓を集約している

最中であり、本活動は第 2 年次の終わり（2014 年 1 月から）に行われる予定。

3-2　 水産局と共に沿岸資源管理活動の経験・教訓の関係者への情報共有を行う。

3-2-1　 プロジェクト関係者及び他関係者との情報を共有する。

3-2-2　 大洋州各国の水産関係者を対象とした沿岸資源管理に関するワークショップを実

施する。

本活動についての対象国についての検討が始まったところ。本格的な活動は第 3 年次に

行われる予定。
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２－３　５項目評価（簡略版）

本調査団では、プロジェクトの実施・管理に携わった関係者から直接情報を収集した。モデル

サイトを訪問し、C/P 及び住民に対するインタビュー、視察を行った。右、これまでのプロジェ

クトの実績と実施プロセスを把握した後、以下の評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパ

クト、持続性）の観点から、中間評価的な分析を行った。

（１）妥当性

以下の理由により妥当性は高い。

１ ）プロジェクト開始時に確認したバヌアツの国家開発課題・政策（PAA　2006 ～ 2015 年）

に変更はみられず、本プロジェクトの目標と合致している。

２ ）日本は第 5 回太平洋・島サミット（PALM 2009）において「経済成長、持続可能な開発、

良い統治、安全確保、人と人との交流」の 5 分野での協力を表明した。水産分野について

は、「持続可能な漁法の指導など、持続可能な漁業の推進、水産基盤施設の整備、地域漁

業の振興及びキャパシティビルディング」を行動計画としている。第 6 回太平洋・島サ

ミット（PALM 2012）では、海洋資源の持続的利用が含まれている。

外務省バヌアツ国事業展開計画（2009 年 5 月）では、本プロジェクトは環境分野での

協力に含まれている。

３）対象地域は適切に選定されている。

3 カ所の対象地域は、特徴をもっており、プロジェクトの活動により得られた知見は、

他の地域での CBCRM の波及に役立つ。

（２）有効性

有効性は高い。

本プロジェクトでは、VFD スタッフとプロジェクト対象地域の資源管理委員会（住民）

の CBCRM 実施能力強化を行うことで、プロジェクト目標「離島を含む対象地域において、

バヌアツ水産局（VFD）の適切な技術支援により、コミュニティを主体とする沿岸資源管理

（CBCRM）が実践される」を達成する計画となっている。また、パイロット活動の選定から

実施の過程で発生する問題について、解決策を考え、柔軟に活動を見直していく適応的管理

を実行しており、現実的な実施枠組み（フレームワーク）となっている。

2014 年 9 月には国内／域内にプロジェクトの成果を発表するワークショップも予定され

ており、プロジェクトで得た知見をバヌアツ国内／大洋州域内に展開するという上位目標に

向けての布石も考えられている。

（３）効率性

本プロジェクトでは離島 2 カ所を含む 3 つの地域を対象としており、移動時間とコストが

大きいなか、コミュニティ普及員（仮訳）を有効活用するなど、効率的な活動の実施に配慮

している。また、マラクラにおいては青年海外協力隊（JOCV）隊員（村落開発）との連携、

資源調査に関してはフランス資源調査プロジェクトとの相互補完的連携が図られており、プ

ロジェクトの効率性を高めている。

成果１の「CBCRM を支援する VFD の能力が強化される」の対象分野として、①種苗施
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設運営管理、放流効果モニタリング、②ベースライン調査実施、分析能力、③コミュニティ

支援技術の研修〔プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）、組織分析・強化（ID・

OS）〕とオンザジョブ・トレーニング（OJT）が実施され、VFD 職員による自立的な活動の

実施体制の強化が進んでいる。

成果２の「対象地域のコミュニティが CBCRM アプローチの技術と知識を習得する」につ

いては、C/P と合同で社会経済調査を実施後、各対象地域において PCM により問題分析か

ら課題の抽出、計画立案ワークショップを実施し、住民の意識向上と資源管理活動に参加す

る動機づけを行っている。また、パイロット活動として CBCRM 計画の一部を実施すること

により、資源管理委員会の実施能力強化も図られている。

成果３「CBCRM の実践を通じた経験と教訓が集約・統合される」については、各対象地

域の異なる環境と社会条件の下で、対象地域ごとに資源管理目標と戦略的活動内容を設定

し、特徴をもった CBCRM アプローチを実施している。現時点では成果を取りまとめる段階

ではないが、プロジェクト終了までには成果が達成されると予測される。

ベースライン調査の結果については、初期の取りまとめと分析まで行われているが、成果

品を外部に公表するには至っていない。

なお、プロジェクト目標達成のため、活動内容が多岐にわたることから、日本人専門家の

投入量が不足する可能性が指摘されている。プロジェクトの成果の発現を確実にするために

も、適切な M/M の再検討が必要と思料される。

（４）持続性

技術的、組織的持続性は高いと予測されるが、財務的な困難が予想される。

１）技術的

貝類種苗生産は、本プロジェクトフェーズ 1 で習得された技術が、フェーズ 2 で実践さ

れることで、更なる技術力の向上が図られた。住民による海中養殖手法も改善がなされ

た。

VFD スタッフの技術指導により、住民が主体的に FADs の製作、設置、モニタリングを

行う体制が構築されている。

CBCRM の計画立案、実施、モニタリング・評価手法について VFD スタッフの実施能

力が向上した。

以上から、技術的持続性が確保されると予測される。

２）組織的

VFD スタッフは研修と、パイロット活動の実施を通した OJT により着実に CBCRM 実

施能力を身に付けている。VFD スタッフ数が限られていることから、普及担当スタッフ

の巡回指導の強化、サイト住民をコミュ二ティ普及員として認定する制度を適用するなど

を通じ、管理体制を向上させることが期待される。

貝類種苗生産施設管理マニュアルが作成され、VFD による生産管理能力が向上するこ

とが期待される。

以上から、組織的持続性の確保は可能であると予測される。

３）財務的

現状では、政府機関の予算が減額傾向にあり、VFD のプロジェクト活動支援のための
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予算の確保に困難が生じてきている。今後、VFD の予算が増額される可能性は必ずしも

高くないことから、財務的持続性の確保には、現時点では、問題が残されている。

（５）インパクト

正のインパクトが発現しつつある。

VFD スタッフが、プロジェクトで確立した FADs 技術を応用して、プロジェクト対象地域

以外においても FADs を設置している（Nguna 島）。

また、エファテ島のエラタップ（Eratappu）村では、VFD スタッフの指導により 3 年間の

漁業管理期間を設定し、刺し網漁業の禁止、及び代替生計向上手段を導入した。

プロジェクトで試験的に製作した帆と船外機のハイブリッド・カヌーを独自に採用する漁

民がでてきた（アネイテイム）。

サイト住民をコミュニティ普及員として認定する制度が初めてアネイテイムで適用され、

資源管理委員会のメンバーが任命された。また、トルバ州においても新たにコミュニティ普

及員 6 人が任命された。この制度を実効性のあるものとするうえで、プロジェクト終了時ま

でに、コミュニティ普及員の訓練項目と、マニュアル類の取りまとめが予定されている。コ

ミュニティ普及員に対する活動費用の捻出方法についての工夫も考えられている。
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第３章　これまでのプロジェクト活動に対する技術的提言

３－１　総　評

３－１－１　代替収入源対策（生計手段多様化）を直接資源管理へ

これまでのプロジェクトが取り組んできた、FAD、改良カヌー、貝細工、料理等の代替収入

源対策はうまく機能し始めている。ただし、これらのプロジェクト活動と、このプロジェクト

の到達目標である資源管理（MPA 等）の直接の結びつきは、ステークホルダーのインタビュー

等では残念ながらみられなかった。このため、本プロジェクトの生計手段多様化の活動は、

CBCRM のための代替収入源対策であることを明確に位置づけ、各ステークホルダーに理解さ

せる必要がある。

３－１－２　具体的な CBCRM 行動計画をつくる

コミュニティの資源管理に関する能力を向上させるには，コミュニティ自らが資源管理計画

を策定し、それを実践していくことが最も効果的・効率的である。それは、CBCRM 能力構築

の 3 本柱である組織化、人材育成、代替収入源対策のすべてに有効に働くと考えられるためで

ある。ただし、計画を策定するだけでなく、それを実践、継続していくためのインセンティブ

の仕組みも必要不可欠である。

３－２　これまでのプロジェクト活動に係る技術的アドバイス

３－２－１　貝類の栽培漁業に過大な期待をしない

貝類の栽培漁業（種苗生産・放流）は、あくまで CBCRM を開始する「きっかけ」であり、

継続するための「触媒」として機能させる方策のひとつである。これまでの沖縄の CBCRM の

歴史からも、栽培漁業によって実質的な漁獲増を望むことは大変難しく、量的には、資源管理

で増やすことをめざすべきである。今後、プロジェクト活動として貝類の栽培漁業への投入を

別の活動へ振り替え、対象種を絞る（例えば、シャコガイのみを対象種とする）ことを提言す

る。

３－２－２　データ収集への偏重に留意する

コミュニティが資源管理の結果のモニタリングを行い、効果を実感することは、CBCRM を

持続させるための有効な手段である。既に、アネイテイム島では、イセエビではデータ収集は

できている。ただし、データ収集はコミュニティの負担になることがあり、収集の方法（対象

種、対象者、頻度、項目など）を十分工夫しないと継続は難しい。現在、プロジェクトが実施

しているデータ収集の対象種を 10 種とするのは、ハードルが高すぎると思料される。

３－２－３　プロジェクト投入の適正配分

プロジェクトの投入に関し、エフォート（予算・人・時間）の概念を導入し、プロジェクト

活動の項目ごとに、およその予算、人員、時間（％）を記入した表を作成するとともに、こ

れと成果を比較して、今後のエフォート配分の参考としてはどうか？ C/P の人材育成は、プロ

ジェクト活動の一部でもあるが、C/P についても項目別のエフォートを整理すると、バランス

判断の材料になる。



－ 17 －

データ収集はできている。ただし、データ収集はコミュニティの負担になることがあり、

収集の方法（対象種、対象者、頻度、項目など）を十分工夫しないと継続は難しい。現在、

プロジェクトが実施しているデータ収集の対象種を 10 種とするのは、ハードルが高すぎ

ると思料される。 

 

3-2-3 プロジェクト投入の適正配分 

 プロジェクトの投入に関し、エフォート（予算・人・時間）の概念を導入し、プロジェ

クト活動の項目毎に、およその予算、人員、時間（%）を記入した表を作成するとともに、

これと成果を比較して、今後のエフォート配分の参考としてはどうか？ C/P の人材育成

は、プロジェクト活動の一部でもあるが、C/P についても項目別のエフォートを整理する

と、バランス判断の材料になる。 

 

 

 

 

３－３　その他技術的助言

３－３－１　VFD が主導してコミュニティ普及員を認定

アネイテイム島のコミュニティ普及員（Fisheries Authorized Officer）は有効に機能している。

ただし、認定のプロセスが明確となっていないので、他の地区を含め、VFD が主導的に認定

プロセスを構築し、認定証やバッジ等を与えるべきである。

３－３－２　サンゴ礁生態系保全も視野に

現状では、確認した 2 地区（マラクラ、アネイテイム）のサンゴ礁は良好な状態だったが、

観光業に依存している経済状況にかんがみ、将来的に、サンゴ礁生態系保全についても資源管

理計画に加えるべきではないか？ 特に、生活排水・豚飼育・過剰な観光による栄養塩（窒素

やリン）の流入や開発に伴う土砂の流入には注意が必要である。陸上から、栄養塩・土砂の流

入によるサンゴ礁の荒廃や透明度の低下は、海洋資源を観光とするコミュニティにとって、経

済的なダメージを与えることにつながる。ただし、気候変動等コミュニティの活動ではコント

ロールしにくいものは、本プロジェクトでは扱うべきでない。

３－４　今後のプロジェクトの成功のためのキーポイント

３－４－１　管理ツールの選択

今後、本プロジェクトでは、代替収入源対策（生計手段多様化活動）を CBCRM に直接結び

つけていくことが大きな課題である。その際、具体的な資源管理行動計画＝どのような管理

ツール（手段）を選定するかが重要となる。管理ツールには、漁具・漁法制限、禁漁期、海洋

保護区（MPA）、サイズ制限、漁獲量制限、免許などさまざまなものがある。
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基本的には、コミュニティがその管理ツール（手段）を選択するべきものであるが、JICA
プロジェクト・VFD がオプションを提供して、コミュニティに選択してもらう方法もある。

最初から複雑なものにすると、管理を継続することが難しくなるので、順応的にツールを変

更・改良していくべきだろう。管理ツールは生物学的に意味のあるものであるとともに、取り

締まりが比較的容易で、漁業者が規則を守ることが期待できることも十分考慮しなければなら

ない。また、最初は回遊魚より、効果が目に見える貝類などの定着性資源を対象にした方がや

りやすい。

そうした場合、MPA が管理ツールとなることが多いと予想される。MPA が熱帯域の資源管

理で有効である理由は、綿密な調査なしでも、漁業者の知識（特に重要対象種の産卵場・産卵

期）を基に設定が可能なこと、多魚種の条件にも対応していること、サンゴ礁やマングローブ

等の生態系保全にも適用できること、設定規則を柔軟にしておけば、様子をみて面積や数を順

応的に変更できること、参加型の管理策になりやすく、計画の段階からコミュニティの参加が

あれば、そのプロセスそのものが漁業者の意識向上に寄与すること、などさまざまである（鹿

熊 2006a）。
しかし MPA は万能薬ではない。場の管理以外のさまざまな管理ツールを組み合わせていく

べきである。沖縄では、MPA に体長制限・体重制限を組み合わせることが多い。

３－４－２　ICM（統合的沿岸管理）の必要性

アネイテイムでもレレパ島でも、今後、過剰な栄養塩（特に過剰な観光由来）には注意が必

要である。フィジーのビチレブ島南岸は有数のリゾート地帯であるが、最近、リゾート・生

活・豚舎排水由来の過剰な栄養の流入により、海藻のホンダワラ類が異常に増殖している。海

藻とサンゴは競合関係にあるので、過剰な海藻はサンゴ礁生態系を攪乱することになる（鹿熊 
2006b）。このため、リゾート側は排水対策に力を入れ始めているし、コミュニティ側も水生植

物を利用した簡易な栄養塩処理システムを試行している。

オーストラリアやニューカレドニアでは、バリアリーフにポンツーンと呼ばれる観光施設を

建設している。ここでの汚水をサンゴ礁に流すことは好ましくないので、本島側へ輸送してい

るようである。過剰な栄養は、サンゴ礁生態系に悪影響があるだけでなく、植物プランクトン

を増やして、土壌流入とともに海水に濁りを生じさせる（これがオニヒトデ大発生の引き金に

もなる）。この点は、アネイテイムやレレパ島で MPA を観光利用する際の大きな障害となる。

パラオでは、MPA の資金メカニズムに効果的なシステムを採用している（環境税を MPA 管

理費に充てる）が、MPA の管理と陸側の管理を統合させ、統合的沿岸管理（ICM）に発展させ

ている点も特徴的である。Wilkinson & Brodie（2011）では、沖縄を含むアジア太平洋・カリブ

海における 33 の過剰栄養・土壌流入対策の事例を整理している。

アネイテイムでは、過剰な利用による森林の荒廃を、植林によって回復させている。これ

は、ヤコウガイの資源回復とあわせ ICM の優良事例といえる。

３－４－３　CBCRM の成功要因（資源管理が継続する要因）

Pollnac et al.（2001）は、フィリピン・ビサヤ南部の 45 の村落主体 MPA を詳細に調査した。

その結果、MPA の成否を決める要因として、人口（比較的少ない方がよい）、資源減少への危

機感の有無、代替収入源プロジェクトの成否、意志決定プロセスへのコミュニティの参加、プ
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ロジェクト機関の継続的なアドバイス、地方政府の取り組みを挙げている。

本プロジェクトに限らず、沖縄を含むアジア太平洋で CBCRM が成功する（継続する）要因

を整理する。地区によって、当然、重要な要因は異なるが、現時点で重要と考える要因を順に

まとめると以下になる。

1）代替収入源対策が機能している。

2）実効性のある計画をコミュニティがつくり、実践している。

3）監視（コミュニティによる）・取り締まり（罰則含む）が機能している。

4）資源管理を引っ張る組織がある。

5）コミュニティ全体に資源のオーナーシップ・資源減少への危機感がある。

6）コミュニティに資源管理のリーダーが存在する。

7）コミュニティの多くのメンバーが資源管理に参加している。

8）資源管理を継続するインセンティブがある。

9）資源管理を継続する資金メカニズムがある。

10）地方政府が資源管理の効果を科学的に示す等，支援を続けている。

11）話し合いが十分に行われ，民主的な意志決定をしている。

12）資源管理の効果をコミュニティがモニタリングしている。

13）コミュニティが資源管理を行える制度・排他性を維持する仕組みがある。

14）資源管理に関する広報・交流を盛んに行っている。

15）順応的管理を実施できる仕組みがある。

本プロジェクトでは、1）、2）、4）、6）、7）、8）、10）、12）、14）が重要で評価基準になると

思慮する。
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第４章　調査結果を受けた今後のプロジェクトの方向性

４－１　プロジェクト成果指標の合意

本調査期間中に開催された第 3 回 JCC において、これまで未設定であった PDM の上位目標、

プロジェクト目標、及びプロジェクト成果の指標について、以下のとおり合意した。

【上位目標】

1.  沿岸環境の保全および沿岸資源の持続的利用が対象地域で強化される。

  Conservation of coastal environment and sustainable utilization of coastal resources are enhanced in the 
target areas.

2.  コミュニティを主体とする沿岸資源管理（CBCRM）が、周辺地域に波及する。

  Community-based coastal resource management（CBCRM）are promoted in other rural coastal areas.

【指標（データ入手先）】

1.  1 つ以上の環境・資源指標において正の変化が確認される。（類似の沿岸資源管理調査報告

書）

  More than one environmental and/or resource indicators show positive changes.（Report of  any relevant 
survey/study.）

2.  CBCRM の活動が少なくともパイロットプロジェクト以外の 1 村以上の村で実施される。（バ

ヌアツ水産局年次報告書）

  CBCRM activities are extended to more than one province（s）outside of the target areas.（Annual 
report of VFD）

【プロジェクト目標】

離島を含む対象地域において、バヌアツ水産局（VFD）の適切な技術支援により、コミュニティ

を主体とする沿岸資源管理（CBCRM）が実践される。

Community-based coastal resource management is effectively practiced at target areas through adequate 
technical assistance from the Vanuatu Fisheries Department（VFD）.

【指標（データ入手先）】

1.  各パイロットサイトにおいて、CBCRM 計画に基づき、少なくとも 1 つ以上の沿岸資源管理

マネジメント／支援が、各コミュ二ティで開始されている。（エンドライン調査）

  More than one management as well as supporting measure are implemented by communities in 
accordance with the CBCRM plan at each target areas.（End line survey）

2.  すべてのパイロットサイトにおいて、CBCRM 評価票の８つの評価項目のうち、6 項目以上

のスコアの上昇がみられる。（CBCRM 評価票）

  The results of CBCRM evaluation at each pilot site show increased scores gained in  at least six out of 
eight assessment areas.（CBCRM evaluation form）
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【プロジェクト成果】

1.  コミュニティを主体とする沿岸資源管理（CBCRM）を支援する水産局の能力が強化される。

  Capacity of the VFD to support community-based coastal resource management is strengthened.
2.  対象地域のコミュニティが沿岸資源管理（CBCRM）アプローチの技術と知識を習得する。

  Communities in the target areas acquire necessary skills and knowledge of CBCRM approaches and 
tools.

3.  沿岸資源管理（CBCRM）の実践を通じた経験と教訓が集約・統合される。

  Experiences gained and lessons learnt from CBCRM related activities are compiled and synthesized.

【指標（データ入手先）】

1.  80％以上の水産局カウンターパートが自己評価によって CBCRM に関する技術と知識が改

善されたことを認識している。（エンドライン調査）

  More than eighty（80）％ of counterpart personnel of VFD recognize improved skills and knowledge 
on CBCRM at the self-evaluation.（End line survey）

2.  80％以上のパイロットサイトのカウンターパートが自己評価によって CBCRM に関する技

術と知識が改善されたことを認識している。（エンドライン調査）

  More than eighty（80） ％ of counterpart personnel at the target areas recognize improved skills and 
knowledge on CBCRM at the self-evaluation.（エンドライン調査）

3.  少なくとも 3 つ以上の CBCRM の効果的な事例（方策）が、国内／域内フォーラムで発表

される。（国内／域内フォーラムで発表される CBCRM 事例（方策）事例数）

  At least 3 cases of effective CBCRM approaches/tools are presented at national/regional forum.
（Presentation of CBCRM approaches/tools）

４－２　広報用メディアの充実と強化

2012 年 9 月に実施された第 2 回 JCC において提言された広報活動の強化については、調査団

訪問時までに、地元新聞に 4 回掲載、TV 番組で 2 回放送、着実に実施されていることを確認し

た。一方で、ベースライン調査報告書は、プロジェクト進捗報告書とともに JICA には提出され

ていたものの、外部公表できる状況にはなっていないことが判明した。今後、NGO の Wan Smol 
Bag と連携し、早急にプロジェクトの HP を立ち上げるとともに、プロジェクトで作成した報告

書、マニュアル等を、HP を通じて積極的に公開していくことを第 3 回の JCC にて合意した。

４－３　プロジェクト後半の重点活動分野

今回の調査団派遣は、中間レビュー的要素も含めており、今後プロジェクト終了に向けて、以

下の活動については、終了時の成果となり得る可能性が高いため、日本人専門家と協調しつつ、

力点を置いて実施することを第 3 回の JCC にて確認した。

‐各パイロットサイトにおける CBCRM のマネジメントプランの策定

‐オーソライズドオフィサートレーニングマニュアル

‐貝細工工作マニュアル

‐パイロットサイト間交流会の実施

‐コミュニティ活動による CBCRM の政策／法令化への挑戦
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４－４　パイロットサイトでのめざすべき成果の明確化

本調査期間中、調査団員、プロジェクトチーム間での協議を通じ、プロジェクト終了時の成果

のイメージを、次ページのとおり明確化し、共通認識を得た。

４－５　日本側プロジェクトモニタリング体制の確立

本年度の業務実施契約から、分任監督員として、バヌアツ支所、並びに農村開発部の管理職が

任命されているが、その役割が明確化されていなかったため、以下のとおり、コンサルタントと

報告書の提出方法、並びに打合せ簿の記載事項の確認に係る整理を行った。

【コンサルタント提出書類の提出先】

・ 共通仕様書第 7 条で定められている、現地受入れ確認のための資料、連絡体制・緊急連絡

網、緊急輸送サービスに係る保険付保状況とその内容、業務従事月報、等の電子データの提

出については、宛先：フィジー事務所、CC：バヌアツ支所、農村開発部で連絡するものとす

る。

・ 共通仕様書第 25 条にて定められている、年次計画書、進捗報告書、並びに業務完了報告書

のハードコピー（CD 含む）の提出は、フィジー事務所、並びにバヌアツ支所（英・日）宛

てに各 1 部づつ郵送するとともに、農村開発部にも提出する。農村開発部は、コンサルタン

トからの提出に基づき、必要に応じ、国内の関係者（調達部、地域部、課題アドバイザー、

国内支援委員メンバー）への配布を行う。

【打合せ簿の内容の確認】

・ 業務実施契約の以下の項目に関しては、バヌアツ支所にその権限を委譲し、コンサルタント

は、当該の分任監督者に提出のうえ、了解を取り付け後、監督者に提出することとする。

‐C/P 経費の支払いの妥当性及び単価の設定

‐業務実施契約内で購入する 150 万円未満の物品の調達方法

‐バヌアツ国内出張の際の移動手段

‐現地再委託業務に関する事項
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【豊かな前浜プロジェクト（フェーズ 2）沿岸資源管理の各サイト最終成果イメージ】

アプロ

ーチ

コミュニティ普及員

アプローチ

既存組織強化／コミュニティ間

連携協調アプローチ

観光開発連携

アプローチ

資源管

理の特

徴

水産物による現金収入手段とし

て単一資源（イセエビ）に過

度に依存している。その一方、

VFD 職員不在の離島において、

観光開発を活用しつつ、定着性

資源の回復に一定の成果を上げ

た事例。

部族の異なる複数のコミュニ

ティで、利用する単一の共通資

源を、従来から共同管理してい

たが、組織活動が停滞している

事例。

他地域からの違法操業

を阻止するため、 コ

ミュニティが協調して

沿岸資源管理を行い、

フェーズ 1 が支援した

貝類資源の定着に成果

を上げたが、資源管理

活動の更なる展開が限

定的な事例。

パイロ

ットサ

イト

タフェア州アネイテイム島

／ミステリーアイランド

マランパ州マラクラ島

／ウリ、ウリピブ、アマル・ク

ラブベイ（14 村）

シェファ州エファテ島

／マンガリリウ、レレ

パ

今後の

重点活

動

・ コミュニティ普及員の有用性

の実証と制度化への支援

・ 沿岸資源管理活動の活性化を

目的とした活動資金創出のた

めの支援

・ 漁業組合の設立と資源管理の

制度化に向けての各種支援

・ 既存の資源管理計画の見直し

・ 管理対象種の拡大

・ 沿岸資源管理活動の活性化を

目的とした活動資金創出のた

めの支援

・ 関係コミュニティ間のコミュ

ニケーション促進と合意形成

の場の提供

・ 漁業組合の設立と資源管理の

制度化に向けての各種支援

ポテンシャルのある観

光資源（世界文化遺産）

を活用しつつ、以下の

点に焦点をあてる。

・ 沿岸資源管理活動の

活性化を目的とした

活動資金創出のため

の支援（共同出荷含

む）

・ 資源管理計画への参

画の拡大と適切な遵

守の促進

・ 管理区域のゾーニン

グを含む既存資源管

理計画の見直し

終了時

の成果

のイメ

ージ

・ コミュニティ普及員の制度構

築に向け選考・訓練に関する

手続きが整備される。

・ コミュニティ普及員の指導の

下、資源管理委員会の活動が

複数種に拡大される。

・ 禁漁区の開放手続きを含む資

源管理計画が新たに策定され

る。

・ 資源管理のための新たな活動

資金創出手段（魚料理）の有

効性が確認される。

・ 複数コミュニティ間の利害調

整を経て、資源管理対象種が、

拡大する。

・ 資源管理のための新たな活動

資金創出手段（ヨット繋留施

設・貝細工）の有効性が確認

される。

・ 上記の活動を含む、資源管理

計画が新たに策定される。

・ 首都圏近接地の利点

を活用した、新たな

資源管理組織活動資

金創出手段（簡易版：

道の駅）の有効性が

確認される。

・ 上記の活動を含む、

資源管理計画が新た

に策定される。
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PRポイ

ント

2001 年に JICA 沖縄の水産研修

を受講した帰国研修員が、経済

的価値の高いヤコウガイを含む

水産資源の枯渇問題及森林伐採

等による赤土流出問題への対応

として、アクションプランを独

自に実施。MPA等の設置により、

水産資源は回復し、他ドナーへ

の働きかけにより、植林を実施

し、赤土流出問題も改善した。

JICA 研修で学んだ日本の沿岸資

源管理の事例を現地問題の解決

に効果的に適用した好例。

また、現地で任命されたコミュ

ニティ普及員は、JICA 四国（高

知大学）の水産研修の帰国研修

員であり、研修で修得した知見

や技術を、コミュニティ普及員

業務に活用している。

JICA 横浜の「漁村コミュニティ

開発」コースに参加した帰国研

修員と、JOCV 隊員の支援によ

り、一般的に極めて困難な複数

村よる資源管理を実践している

好例。

（アマル・クラブベイの全景）

1990 年 代、JICA が ト

ンガのプロ技で増養殖

されたオオジャコを、

フェーズ 1 で本サイト

に移植、併せてアネイ

テイム島からヤコウガ

イを移植、7 年の時を

経て見事に再生産され

た。世界文化遺産見学

ツアーの訪問先とし

て、沿岸資源管理の住

民の意識は非常に高い

好例。

イメー

ジ

魚料理とカクテル

村の女性による貝細工製作

ミステリーアイランド 

ヤコウガイ

世界文化遺産

魚料理とカクテル

村の女性による貝細工製作

ミステリーアイランド 

ヤコウガイ

世界文化遺産

魚料理とカクテル

村の女性による貝細工製作

ミステリーアイランド 

ヤコウガイ

世界文化遺産

魚料理とカクテル

村の女性による貝細工製作

ミステリーアイランド 

ヤコウガイ

世界文化遺産
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第５章　団長所感

本プロジェクトでは、島嶼地域諸国の共通課題ともいえる沿岸資源の持続的利用に向けた資源

管理の取り組みを行っているが、特に、行政支援のいき届かない（そして、ドナーも支援対象と

することを避けがちな）離島部漁村をあえて対象地域として選択し、これら地方僻遠地における

有効な支援のあり方を探ることが、当プロジェクトのひとつの特徴となっている。こうした挑

戦的な課題への取り組みを求めていることから、PDM における活動の表現はなるべく硬直的な

表現を避け、プロジェクト専門家及び C/P による活動に一定の自由度を確保するよう配慮してい

る。

このような配慮によって、プロジェクト専門家には、さまざまな制約要因を抱える地方漁村の

現場で失敗を恐れることなく価値のある試行錯誤を重ねることを求めているが、こうした柔軟な

実施枠組みのひとつの問題は、プロジェクト終了時の到達地点を見失いがちになることである。

特に、沿岸資源管理（CBCRM）は、状況の変化に応じて順応的な管理努力を継続的に行うこと

が求められ、ここまで行えば完了といったような絶対的な管理ゴールはもともと存在しないとも

いえるため、到達地点（資源管理上の達成段階）の明確化はより重要な作業となる。

したがって、本調査では、パイロットサイトごとにプロジェクト終了時における達成状況のイ

メージを具体化し、プロジェクト関係者との共通認識として共有することを調査上の重要な課題

ととらえていた。関係者との協議の結果、達成状況のイメージを明確化することができた（第４

章の４－４節を参照）が、こうした認識に基づき、残りの期間における活動の焦点を絞り込み、

プロジェクト資源を効率的に投入することが期待される。

加えて、本プロジェクトでは、漁民に一時的な経済的負担を強いることになる管理方策の実効

性を高めるために、代替収入源の創出など各種支援方策を複合的に実施している。ここで、支援

方策の実施に注力するあまり、管理方策の実施がなおざりなっては、プロジェクトの内容が「漁

民の生計向上」プロジェクトに変質してしまうことになるので留意が必要である。当プロジェク

トが、「沿岸資源管理（CBCRM）」プロジェクトたり得るためには、管理方策も確実に実施して

いくことが求められる。この点に関しては、必要な管理方策とその実施を支援する方策をどのよ

うに相互補完的に実施していくかを資源管理計画のなかに明示していくことを求めた。

各パイロットサイトで行われている活動のなかには、今後当プロジェクトによって開発された

新たな取り組みとして、地域的にも広域応用される可能性のある価値の高い成果の萌芽も出てき

ている。残りのプロジェクト期間では、こうした取り組みの体系的な整理にも注力し、成果の定

着に十分に配慮することが望まれる。



付　属　資　料

１．調査結果要約

２．第 1 回 JCC のミニッツ（M/M）

３．第 2 回 JCC のミニッツ（M/M）

４．第 3 回 JCC のミニッツ（M/M）



 
 

バヌアツ共和国「豊かな前浜プロジェクト（フェーズ２）」運営指導調査団・調査結果(要約) 

【プロジェクト期間：2011 年 11 月-2014 年 11 月】 
項目   現状・共通認識            対処方針（案） 調査結果 

1.プロジェクト

業務進捗報告書

（第 3回）の課

題の進捗確認と

方向性の確認 

【成果１】 

＜課題＞ 

・技術移転対象としてはフェーズ１で区切りをつけたはずの、シャコガイ

の種苗生産活動などもともと PDM 上で求められていない活動が含まれてお

り、整理が必要。 

・小規模内水面粗放養殖の取り込み検討状況は如何に？ 

【成果２】 

2.2.2 対象サイトで水産局とともに、コミュニティの組織化と CBCRM 計画

の策定を行う。 

＜課題（エフェテ）＞ 

・４つの村を包括する CBCRM 計画の策定は時期尚早との判断から、代表の

話し合いの場に代替する。 

2.2.3 対象サイトにおいて水産局とともに、CBCRM 計画の施行（パイロッ

トプロジェクト）を行う 

＜課題＞ 

・コミュニティや MPA 委員会が、資源管理アプローチの方策として計画し

ていた複数の活動を同時に実施するには限界があることが明らかになった

ので、実施する活動の内容と数を調整する必要がある。 

・資源管理と生計手段多様化（生計向上）のバランスは保たれているか？

 

・各成果についてそれぞれの達成状況と課題の

有無などを確認する 

・それぞれのパイロットプロジェクトの強みと

弱みを整理の上、残りのプロジェクト期間にお

いて何が達成可能か、再度、調査団員と協議の

上、要あれば、パイロットプロジェクトの活動

を絞り込むことを検討する 

・上記日本側の議論に関し、JCC にてメンバー

の同意を得、必要なら MM に残す 

【成果１】 

・一見、事業進捗報告書によると、貝類種苗生産の

技術移転を実施していたかのように解釈されるが、

実際には PDM の記載どおり、成果１海産貝類種苗生

産と稚貝放流及びそれらのマネージメント手法を中

心とした活動を行っていたことが確認された。 

・従って、今後は、事業進捗報告書の記載方法につ

いて工夫するようコンサルタントに依頼、了解を得

られた。 

【成果２】 

・各パイロットサイトにおけるプロジェクト終了後

の成果の方向性について、日本側関係者の共通認識

を図ることが出来た。なお、北エファテ・モソ島の

取扱については、詳細計画策定調査報告書にあると

おり、フェーズ１で放流した貝のモニタリングのみ

とすることを確認した。 

・上記整理を通じ、プロジェクト終了に向け生計手

段多様化と資源管理のバランスの道筋をつけること

が出来た。 

【その他】 

・プロジェクトで作成されたベースライン調査報告

書等は、対外的に広報すべく、HP 等を新設、発信を

することを確認。 

2.第 2 回 JCC に

おける提言事項

のフォーローア

ップ状況 

第２回の JCC において、以下 3 点が提言されている。 

・ベースライン調査結果報告書の取りまとめ 

・水産資源管理に対する新たな評価方式の導入 

・広報活動の強化 

これら提言事項に対するフォローアップ状況も確認の必要有。 

・第 2回 JCC で提言された事項について、プロ

ジェクトチーム、カウンターパートに対し確認

を行う 

・要あれば、JCC にて発表を行い、成果につい

て共有する 

・国内支援委員から提言された、水産資源管理評価

方法の改訂版を試行中。 

・広報活動は強化されていることを確認（新聞 4回

掲載、TV2 回放送）したが、HP 等を通じて更に強化

することを確認した。 

・ベースライン調査結果報告書は完成も、公表され

ていない。早急に取り組むことを確認した。 

3.PDM PDM の指標が合意されていないため、添付 1のとおりプロジェクトからは

PDM 指標が提出された。 

・双方で PDM 指標の議論を行い、要あれば修正

を行い、JCC に諮り承認を得る。 

・JCC にてメンバーの同意を得、MM に残す 

・JCC で PDM の指標が合意された。 

4.プロジェクト

モニタリング 

主管部である事務所、支所の、それぞれの報告のデマケを整理する必要が

あるとの指摘が、本年 1月下旬の業務監査長から指摘された。 

・実施体制図を作成する。 

・フェーズ３の実施の可否に向けて、 

本部主管の技プロの本部と事務所の関係を継承

するかたちで整理する予定 

・現地でのプロジェクト資機材の調達、CP 経費支払

いの可否、日常のプロジェクト活動のコンサルティ

ング等についての現地でしか判断出来ないものは、

基本的には支所が担当。 

・業務報告書のハードコピーの提出は、本部農村開

発部に提出、農村開発部から、課題アドバイザー、

国内支援委員会メンバー、地域部等に共有する。 

5.プロジェクト

側運営（先方負

担事項） 

・第 2 回 JCC にて合意、ミニッツで記載されていた、カウンターパート国

内旅費の負担について、添付２のとおり予算が 20％削減されたため、カウ

ンタート経費を JICA 側が負担して欲しい旨のレターが発出された。 

・水産局の上位機関若しくは援助窓口機関との

交渉について団内で話し合い、要在れば、援助

機関等での交渉を行う。 

・現在、来年度の予算編成中だが、今年度と同様の

予算しか配分出来ない状況。 

・一方、フェーズ２では、離島をターゲットにして
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・基本的に、今年度は事情了解。ただし、Per 

capita GDP 4000$超のバヌアツは、ローカルコ

スト負担の対象国だが、フェーズ２でもあり持

続発展性の観点からは望ましくない。 

ていることから、先方の経費負担も増加している。 

・先方に対し、適切な費用負担を求めつつも、離島

出張経費等については、必要に応じて柔軟な対応を

検討する必要性を確認。 

6.プロジェクト

運営（日本側負

担事項） 

・事務所、支所等の現場の担当者が交替し、過去の経緯も十分に引き継が

れないまま、業務が実施されている。 

・フェーズ１の中間、終了時報告書が 6 月末に送付されてきた。 

・今回の調査を通じ、事務所、支所の担当者の

プロジェクトの理解を深め、次フェーズに向け

た議論を活性化させる。 

・コンサルタントが共有する報告書等の流れを整理

の上、今後、関係者に適切な情報共有が出来る体制

とする。 

7.今後のスケジ

ュール 

プロジェクト終了に係る今後のスケジュールは以下を想定。 

2013 年 8 月末：フェーズ３の要請書提出 

2013 年 12 月  :  SPREP/LMMA の会議(フィジー)でプロジェクト成果発表 

2014 年 2 月  : 第 4 回 JCC の開催 

2013 年 9 月  : 終了時評価/詳細計画策定調査   

2014 年 10 月 :  地域研修域内会議（ワークショップ）の開催/JICA 沖縄

主管「島嶼国水産普及員養成」在外保管研修受入 

2014 年 10 月末: プロジェクト終了 

2014 年 11 月 :（要あれば）フェーズ３R/D 締結 

2015 年 4 月 :  専門家派遣  

・USB/宇田川専門家と連携をし、必要な国際会

議、学会等の参加、発表手続をするように、

JCC にて協議する。 

・JCC 等を通じて、バヌアツ側の CP にも積極的

に発表の機会を促す 

・プロジェクト成果の国内普及を目的として、国内

セミナーを開催したい旨「バ」国側から強い要望が

あった。 

・予算的に問題なければ、同予算を来年度業務実施

契約にて計上、以下、プロジェクト終了に係る今後

のスケジュールを記す。 

2013 年 12 月  :  SPREP/LMMA の会議(フィジー)にて

プロジェクト成果発表 

2014 年 2月：第 2回ワークショップ 

2014 年 6月：国内セミナー/終了時評価/ 第 4回 JCC 

2014 年 9月: 地域合同セミナーの開催 

2014 年 10 月末:フェーズ２終了 

8.協力終了後の

対応 

【これまでの経緯】 

フェーズ１の事前評価によると、当時農村開発部のチーム長から「本プロ

ジェクトは、沿岸住民の生活に焦点をあて、３フェーズに分けた 10 年単

位の長期的な構想を持っている、第１フェーズでは、比較的種苗生産や管

理が容易でタンパク食料に資する貝類を中心に参加者のキャパシティ・デ

ィベロプメントを図り、第２フェーズでは、やや難易度が高い反面、現金

収入の高い甲殻類の前浜での増殖に移行、第 3フェーズでは、豊かな前浜

を想像するとともに、これらの沿岸水産資源の多角的利用によって、生計

の安定と向上を目指すことにしている」と相手側にコミットした。バヌア

ツ側は、本年 4月に実施された会計検査院のメンバーに、10 年間のプロジ

ェクトと説明する程、先方は 10 年間の日本側との協力を期待していると

の報告あり 

【フェーズ１の成果】 

・プロジェクトチームから、フェーズ１の成果について、7年のプロジェ

クト経て、非常に貴重な成果が発言しているとの報告がある。 

【フェーズ２の成果となりえる点】 

・プロジェクトチームから、フェーズ２の成果は、CBCRM を実施していく

住民リーダーの育成との指摘がある。 

プロジェクトチームからの説明・・大きな成果になると感じているのは

CBCRM を実施していく住民リーダーの育成です。リーダーだけでなく、住

民を動機付けするには漁業関係だけでなく、幅広いパイロット事業を現地

で直接行う必要があります。しかし、水産局でプロジェクト専属の人材確

保ができない、住民側の能力も発展途上の状況から、C/P は住民リーダー

とパイロットプロジェクトを通じて各種組織形成と同組織が CBCRM 活動に

繋がるよう組織を統括するシステムを伝統的なチーフシステムに取り込む

活動を行っています。現在も盛りだくさんのパイロット活動を行っており

ますが、それぞれの活動の検証をするには時間的に無理なため、むしろ既

述のようにリーダー育成、住民の動機付け→CBCRM 活動に繋がるか可能性

を検証することは可能だと思われます。その指標として、CBCRM 評価表を

・相手国側が、本年度の要望調査において、フ

ェーズ３の要請書を提出は、日本側が妨げるも

のではない。 

・第 3フェーズで新味を打ち出すには、広域協

力の展開及び域内リソースの活用を検討。 

・プロジェクトが説明するフェーズ１の成果

が、日本側にとっても意味のある成果かどうか

を技術的な観点から評価する 

・プロジェクトが説明するフェーズ２の成果

が、大洋州地域にとっても意味のある成果かど

うかを技術的な観点から評価する 

・上記 2点を確認の上、右成果が、バヌアツ国

内の全国展開、あるいは広域に裨益する成果で

あることがあるか、様々な観点から、日本側メ

ンバーで検討の上、継続性の必要性についても

議論する。 

・上記結果を通じ、必要と認められれば、第 3

回 JCC において、日本側の見解を発言出来るよ

うにすべく、日本側と議論を深化させる。 

 

 

・現在のプロジェクトの活動は、各パイロットサイ

トにおいて、生計向上のための活動が緒についたば

かりであり、「沿岸資源管理」と直結している成果

までは発現していない。 

・従って、今フェーズ後の協力については、本プロ

ジェクトの成果を確認の上議論していくことを、

「バ」国側と確認した。 

・ついては、本プロジェクトの終了時評価の時期

を、来年度の要望調査の締切 8 月末の２ヶ月前の

【2014 年 6 月】とすることで合意。 

・フェーズ１の成果である、北エファテ島における

ヤコウガイの移植による再生産された大変貴重な状

況も確認出来た。加えてアネイティブ島では、MPA

活動を通じ、世界的に貴重なヤコウガイの宝庫とな

った地区の存在が、日本の有識者によって確認され

た。 

・北エファテの地において 2007 年にトンガから移植

されたオオジャコが、再生産可能なサイズに達しよ

うとしており、観光資源となっている。 

・上述の事実と、フェーズ２の沿岸資源管理への取

組みの成果が、如何に大洋州地域に裨益することが

出来るか、後半の課題の一つであることを、日本人

関係者間で確認した。 

－
30

－



 
 

用いることが妥当だと考えます。 

9.他案件との連

携 

・本年度、沖縄センター主管「島嶼国水産普及員養成」在外保管の研修員

受け入れが様々な理由によりキャンセルされた。 

・一方で、中米カリブ等の研修員に対し、バヌアツプロジェクトモデルを

広く広報することは、プロジェクトの活動普及の観点からも有効 

・プロジェクト業務の一環としての来年度の受

入れを視野に入れ、主管センター、研修委託先

と調整していき、必要に応じ、業務委託契約で

人件費等を鑑みる 

・プロジェクトの域内研修と合同で実施するの

も一つの方策 

・経費の効率化から、沖縄センター所管の研修コー

スの在外補完研修を２ヶ国で実施することに対する

疑問が呈せられた 

・来年は成果の取りまとめの時期でもあることか

ら、プロジェクト側での支援は実質的に困難である 

・従って、少なくとも次年度における在外補完研修

は、フィジー１ヶ国とするのが妥当と判断される。 

10.大洋州地域

沿岸資源管理の

プログラム化の

可能性の検討 

・本部地域部国担当からは、集中と選択の観点から、沿岸資源管理の広域

専門家派遣（フィジー）、並びに同プロジェクト（フェーズ３）（バヌア

ツ）の実施に関し、疑問が呈せられている。 

・サモア SPREP において、生物多様性の要請が出されるという話があり、

地域部サモア担当が、沿岸資源管理を生物多様性の視点からプログラム化

の整理することで本年 4月の TV 会議で合意されたものの、その後、サモ

ア担当者からは、「廃棄物」、「沿岸資源管理」がある中で、敢えて「生

物多様性」を攻める理由が弱いことと、 SPREP 自体も、日本と組んでプロ

ジェクトをすることに、あまり乗り気ではないことから、プログラム化を

断念し、サイトの一つであるアネイチュムで SPREP の事業が動いているの

で、個別の連携が図るという整理をしてしまった。 

 

・フィジー広域沿岸資源管理専門家、バヌア

ツ・豊かな前浜プロジェクト、トンガの沿岸資

源管理の 3 件と併せ、今後 5年程度の絵姿を議

論する 

・フィジー国派遣個別専門家については、「沿

岸資源管理」から、沿岸・海洋資源管理への対

象の転換を検討する。 

・バヌアツ水産局側から、フェーズ２後の発展的展

開として、水産資源管理を中心とする統合的沿岸資

源管理の可能性を非公式に打診された。 

・プロジェクト期間終了後は、USP へ派遣するフィ

ジー国個別専門家「広域海洋・沿岸資源管理専門

家」（来年度要望予定）が、それぞれのパイロット

サイトの活動を支援することを検討。 
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